
 

 

 

 

 

 

     

 

【 利用者負担段階と負担限度額 】 

対象となった場合、対象者は所得に応じた負担限度額までを負担し、 

残りの基準費用額との差額分は介護保険から給付されます。 

利用者負担段階 

食費の 

負担限度額 
居住費などの負担限度額 

施設サー

ビス 

ショート

ステイ 

ユニット型

個室 

ユニット型

準個室 
従来型個室 多床室 

第１段階 

・本人及び世帯全員が住民税非

課税で、老齢福祉年金の受給者 

・生活保護の受給者 

 300 円 820 円 490 円 
490 円 

(320 円) 
0 円 

第２段階 

・本人及び世帯全員が住民税非

課税で、年金収入等の合計額が

80 万円以下の人 

390 円 600 円 820 円 490 円 
490 円 

(420 円) 
370 円 

第３段階① 

・本人及び世帯全員が住民税非

課税で、年金収入等の合計額が

80 万円超 120 万円以下の人 

650 円 1,000 円 

1,310 円 1,310 円 
1,310 円 

(820 円) 
370 円 

第３段階② 

・本人及び世帯全員が住民税非

課税で、年金収入等の合計額が

120 万円超の人 

1,360 円 1,300 円 

第４段階 
世帯に課税者がいる方 

本人が市町村民税課税 

世帯課税で対象外となり負担限度額なし 

（施設との契約額を支払うこととなります） 

 ●介護老人福祉施設と短期入所生活介護を利用した場合の負担限度額は、（ ）内の金額となります 

※ 年金収入等＝公的年金等収入金額（非課税年金をを含みます）。＋その他の合計所得金額 

 

※次の A、B のいずれかに該当する場合、特定入所介護（予防）サービス費の給付対象になりません。 

   A：世帯分離をしている配偶者が住民税課税者の人 

   B：預貯金等が利用者段階別の一定額を超える人（世帯分離している配偶者も含む） 

・第 1段階   ：預貯金等が単身 1,000万円、夫婦 2,000万円超の人 

    ・第 2段階   ：預貯金等が単身 650万円、夫婦 1,650万円超の人 

    ・第 3段階①  ：預貯金等が単身 550万円、夫婦 1,550万円超の人 

    ・第 3段階②  ：預貯金等が単身 500万円、夫婦 1,500万円超の人 

 

 

 

 

介護保険負担限度額認定の申請をされる方へ 

 

ご不明な点がありましたら、下記までお問い合わせください。 

九重町役場 健康福祉課 介護保険グループ 

☎ ０９７３－７６－３８２１ 

 

介護保険施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設）やショートステイを

利用する際の食費と部屋代は、ご本人による負担が原則ですが、所得の低い方については、施設利用

が困難にならないように、申請により食費と居住費の負担軽減を行っています。 

令和３年８月から要件が以下のように見直されます。 



 

     

     認定の適用開始日は、原則申請日の属する月の１日から有効となります。そのため、申請の受付について 

下記の点をご確認の上、申請して下さい。 

① ７月１日～７月３１日までに申請される方 

         更新時に限り、例外的に８月からの適用分についても事前に申請を受け付けます。 

      ②８月１日以降申請される方 

         提出された日が申請日となります。郵送での申請も可能ですが、申請日は健康福祉課へ到着し 

         た日となります。（遡った日付で申請することはできません。） 

 

負担限度額認定申請チェックリスト 

□ 被保険者氏名、被保険者番号、性別、生年月日、住所は正しく記入されていますか。 

□ 
（介護保険施設に入所（院）中の場合） 

施設の名称、所在地、入所（院）年月日は正しく記入されていますか。 

□ 
配偶者の「有無」は記入されていますか。配偶者が「有」の場合、配偶者に関する事項の欄が正しく記入されて

いますか。 

□ 個人番号（マイナンバー）は正しく記入されていますか（配偶者「有」の場合は配偶者分も記入）。 

□ 
（配偶者の課税状況が「非課税」の場合で、他市町村（九重町以外）で課税されている場合） 

配偶者の課税証明書は添付されていますか。 

□ 収入等に関する申告にチェックは入っていますか。 

□ 預貯金等に関する申告にチェックは入っていますか。 

□ 預貯金額、有価証券、その他の欄に金額が正しく記入されていますか。 

□ （被保険者以外の方が提出する場合） 提出者の欄は記入されていますか。 

□ 同意書に、手書きで氏名、日付が記入されていますか。 

□ 提出書類はそろっていますか。 

 ① 申請書 

② 同意書（申請書裏面） 

③ 本人、配偶者の預貯金等の通帳の写し（銀行名・支店・口座番号・名義の分かる部分と、

申請日の直近２ヶ月前までの残高が分かる部分の写しが必要です。通帳そのものをご持

参頂ければ、役場で１枚につき１０円でコピーできます。） 

④ マイナンバーの委任状又は介護保険被保険者証、提出者の身元確認ができるもの（運転

免許証等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負債（借入金・住宅ローンなど）は、預貯金等の額から差し引いて計算します。 

通帳は記帳し最新の状態にしたうえで、申請をお願いします。 

※上記項目に不足があると、受付できない場合があります。 

預貯金等に含まれるもの
（資産性があり、換金性が高く、
価格評価が容易なものが対象）

確認方法
（価格評価を確認できる書類の入手が

容易なものは添付を求めます）

預貯金（普通・定期）
通帳の写し
（インターネットバンクであれば口座残高の写し）

有価証券（株式・国債・地方債・社債など）
証券会社や銀行の口座残高の写し
（ウェブサイトの写しも可）

金・銀（積立購入を含む）など、購入先の口座残高に
よって時価評価額が容易に把握できる貴金属

購入先の口座残高の写し
（ウェブサイトの写しも可）

投資信託
銀行、信託銀行、証券会社等の口座残高の写し
（ウェブサイトの写しも可）

タンス預金（現金） 自己申告

 申請の受付について 


